
　地方公営企業は、飲料水の供給、医療の提供、生活排水の処理などの地域住民の生活や地域

の発展に欠くことのできないサービスを提供しています。

　県内の市町村、一部事務組合等が経営する公営企業の平成２１年度決算の概要は、次のとおり

です。

　１　公営企業の決算のポイント

○

○

○

○

　２　事業数

　３　決算規模

　　事業数は４１７事業で、前年度に比べて１３事業（３．０％）減少しました。

　　このうち、地方公営企業法を適用している事業（法適用事業）が１２３事業、同法を

　適用していない事業（法非適用事業）が２９４事業となっています。

　　また、事業別では、水道事業が９７事業、下水道事業が１８９事業、介護サービス

　事業が４７事業となっており、この３事業で７９．９％と、大半を占めています。

　　決算規模は、３,０５５億１,６００万円で、前年度に比べて２３６億２００万円

　（７．２％）縮小しました。これは資本的支出に占める公的資金補償金免除繰上償

　還額の減少が大きな要因となっています。

　　事業別では、病院事業が約６１億円、前年度より決算規模が拡大していますが、

　一方で下水道事業が約１７５億円、水道事業が約１１７億円、前年度より縮小してい

　ます。

長野県（総務部）プレスリリース　平成22年（2010年）11月19日

　平成２１年度長野県内市町村等が経営する公営企業の

　決算の状況についてお知らせします。

　収支は黒字が大幅に増加しました。これは、病院事業における赤字の減少が大きな
要因ですが、同事業は依然として多額の赤字となっており、厳しい経営が続いていま
す。

　決算規模は、資本的支出に占める公的資金補償金免除繰上償還額の減少に伴い、
前年度比７．２％減少しました。

　他会計からの繰入金は、前年度比０．８％減少しましたが、引き続き高い水準で推移
しています。

　企業債残高は、公的資金補償金免除繰上償還の効果もあり、前年度比３.４％
減少しました。
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　４　経営状況

　　収支は、３５億２,５００万円の黒字で、前年度に比べて２８億７,２００万円

　（４３９．７％）増加しました。これは一部病院において、医師の確保等、診療体制

　整備により病院事業の収益が改善したことが大きく影響しています。

　　また、赤字事業数は４０事業で、前年度に比べて６事業減少し、全事業の９．６％

　を占めています。事業別では、病院事業が１３事業、下水道事業が１３事業、水道

　事業が７事業、観光施設事業が５事業などとなっています。

事業数及び決算規模の推移
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※　決算規模の算出方法
　　　法適用事業　 ： 総費用－減価償却費－土地売却原価＋資本的支出
　　　法非適用事業 ： 総費用＋資本的支出＋積立金＋前年度繰上充用金

収支及び赤字事業数の割合の推移
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※　収支の算出方法
　　　法適用事業　 ： 総収益から総費用を差し引いた額
　　　法非適用事業 ： 歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰越すべき財源を除いた額
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　５　他会計からの繰入金

　６　企業債残高

　　企業債残高は１兆１,６７１億２,５００万円で、公的資金補償金免除繰上償還の

　効果もあり、前年度に比べて４１４億８,５００万円（３.４％）減少しました。

　　事業別では、下水道事業が約２５８億円（２.９％）、水道事業が約１００億円

　（５.０％）、病院事業が約３１億円（３.９％）それぞれ減少しています。

　　一般会計などの他会計からの繰入金は、６６３億２,８００万円で、公的資金補償金

　免除繰上償還に伴う繰入れが減少したこともあり、前年度に比べて５億６,５００万円

　（０．８％）減少しましたが、引き続き高い水準となっています。

　　このうち、下水道事業が約４５３億円で全体の７割近くを占めており、一般会計に大

　きな影響を与えています。

総務部市町村課財政係
課　長：青柳　郁生
担　当：小山　靖、林　達也
電　話：026-235-7065（直通）
　　　：026-232-0111（代表） 内線2112
ＦＡＸ：026-232-2557
E-mail：s-zaisei1@pref.nagano.lg.jp
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長野県内市町村等の公営企業の状況（平成２１年度決算）

○　事業数

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 97 1 1 17 189 4 1 34 12 11 47 3 417

平成２０年度　（Ｂ） 102 1 1 19 197 4 1 33 11 11 48 2 430

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 5 0 0 △ 2 △ 8 0 0 1 1 0 △ 1 1 △ 13

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 4.9 0.0 0.0 △ 10.5 △ 4.1 0.0 0.0 3.0 9.1 0.0 △ 2.1 50.0 △ 3.0

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 58,408 60 148 89,225 130,294 852 130 5,907 1,735 1,489 16,722 547 305,516

平成２０年度　（Ｂ） 70,121 49 134 83,137 147,746 989 128 6,402 2,002 1,523 16,686 203 329,119

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 11,713 11 14 6,087 △ 17,452 △ 136 2 △ 494 △ 267 △ 34 36 344 △ 23,602

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 16.7 22.4 10.4 7.3 △ 11.8 △ 13.8 1.2 △ 7.7 △ 13.3 △ 2.2 0.2 169.5 △ 7.2

○　収支　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 3,302 2 4 △ 1,995 1,119 8 0 △ 130 449 32 719 14 3,525

平成２０年度　（Ｂ） 3,287 3 0 △ 4,561 897 7 0 △ 208 496 39 684 8 653

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 14 △ 1 4 2,566 222 1 △ 0 78 △ 47 △ 7 35 7 2,872

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 0.4 △ 36.8 － 56.3 24.8 17.9 △ 1.3 37.5 △ 9.5 △ 16.8 5.1 90.6 439.7

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 5,404 17 0 11,684 45,311 213 67 1,153 923 488 930 137 66,328

平成２０年度　（Ｂ） 6,066 7 6 10,668 46,042 244 65 1,201 1,110 484 989 11 66,893

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 662 11 △ 6 1,016 △ 731 △ 31 2 △ 48 △ 187 4 △ 59 126 △ 565

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 10.9 152.6 △ 100.0 9.5 △ 1.6 △ 12.8 3.6 △ 4.0 △ 16.9 0.8 △ 6.0 1,186.9 △ 0.8

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 交通 電気 病院 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 190,646 0 216 75,628 877,911 1,328 263 4,369 341 4,242 12,169 11 1,167,125

平成２０年度　（Ｂ） 200,683 0 281 78,720 903,749 1,546 287 4,923 513 5,015 12,866 27 1,208,610

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 10,037 0 △ 65 △ 3,092 △ 25,839 △ 218 △ 24 △ 553 △ 172 △ 773 △ 697 △ 16 △ 41,485

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 5.0 － △ 23.1 △ 3.9 △ 2.9 △ 14.1 △ 8.2 △ 11.2 △ 33.5 △ 15.4 △ 5.4 △ 59.2 △ 3.4

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。
　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。
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（内訳１）法適用企業の状況

○　事業数

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 49 1 17 42 8 2 1 0 3 123

平成２０年度　（Ｂ） 51 1 19 35 9 2 1 1 2 121

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 2 0 △ 2 7 △ 1 0 0 △ 1 1 2

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 3.9 0.0 △ 10.5 20.0 △ 11.1 0.0 0.0 △ 100.0 50.0 1.7

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 50,851 60 89,225 80,364 2,576 1,072 82 0 547 224,776

平成２０年度　（Ｂ） 59,331 49 83,137 86,272 3,290 1,339 84 32 203 233,737

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 8,481 11 6,087 △ 5,908 △ 714 △ 267 △ 2 △ 32 344 △ 8,961

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 14.3 22.4 7.3 △ 6.8 △ 21.7 △ 19.9 △ 2.6 △ 100.0 169.5 △ 3.8

○　純損益　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 3,069 2 △ 1,995 189 △ 484 △ 12 13 0 14 798

平成２０年度　（Ｂ） 3,017 3 △ 4,561 △ 102 △ 501 △ 142 13 9 8 △ 2,256

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 52 △ 1 2,566 292 17 130 △ 0 △ 9 7 3,054

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 1.7 △ 36.8 56.3 284.9 3.4 91.6 △ 0.9 △ 100.0 90.6 135.4

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 2,561 17 11,684 23,986 278 700 10 0 137 39,373

平成２０年度　（Ｂ） 1,783 7 10,668 22,334 300 885 10 0 11 35,998

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 777 11 1,016 1,652 △ 22 △ 185 △ 0 0 126 3,375

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ 43.6 152.6 9.5 7.4 △ 7.4 △ 20.9 △ 0.7 － 1,186.9 9.4

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 交通 病院 下水道 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 その他 合計

平成２１年度　（Ａ） 155,063 0 75,628 499,431 2,212 0 108 0 11 732,454

平成２０年度　（Ｂ） 158,207 0 78,720 462,949 2,589 0 151 0 27 702,642

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 3,143 0 △ 3,092 36,482 △ 377 0 △ 43 0 △ 16 29,812

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 2.0 － △ 3.9 7.9 △ 14.6 － △ 28.2 － △ 59.2 4.2

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。
　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。
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（内訳２）法非適用企業の状況

○　事業数

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２１年度　（Ａ） 48 1 147 4 1 26 10 10 47 294

平成２０年度　（Ｂ） 51 1 162 4 1 24 9 10 47 309

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 3 0 △ 15 0 0 2 1 0 0 △ 15

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 5.9 0.0 △ 9.3 0.0 0.0 8.3 11.1 0.0 0.0 △ 4.9

○　決算規模　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２１年度　（Ａ） 7,557 148 49,930 852 130 3,331 663 1,408 16,722 80,741

平成２０年度　（Ｂ） 10,790 134 61,474 989 128 3,111 663 1,439 16,654 95,382

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 3,232 14 △ 11,544 △ 136 2 220 △ 0 △ 32 68 △ 14,641

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 30.0 10.4 △ 18.8 △ 13.8 1.2 7.1 △ 0.0 △ 2.2 0.4 △ 15.4

○　実質収支　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２１年度　（Ａ） 232 4 929 8 0 354 461 19 719 2,727

平成２０年度　（Ｂ） 270 0 999 7 0 293 638 26 676 2,909

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 38 4 △ 70 1 △ 0 61 △ 177 △ 6 43 △ 182

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 14.1 － △ 7.0 17.9 △ 1.3 20.8 △ 27.7 △ 24.9 6.4 △ 6.3

○　他会計からの繰入金　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２１年度　（Ａ） 2,844 0 21,325 213 67 875 223 478 930 26,955

平成２０年度　（Ｂ） 4,283 6 23,708 244 65 901 225 474 989 30,895

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 1,439 △ 6 △ 2,383 △ 31 2 △ 26 △ 2 4 △ 59 △ 3,940

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 33.6 △ 100.0 △ 10.1 △ 12.8 3.6 △ 2.9 △ 0.9 0.8 △ 6.0 △ 12.8

○　企業債残高　（単位：百万円）

水道 電気 下水道 市場 と畜場 観光施設 宅地造成 駐車場 介護 合計

平成２１年度　（Ａ） 35,583 216 378,480 1,328 263 2,157 341 4,134 12,169 434,671

平成２０年度　（Ｂ） 42,477 281 440,801 1,546 287 2,333 513 4,864 12,866 505,968

増減　（Ａ－Ｂ＝Ｃ） △ 6,893 △ 65 △ 62,321 △ 218 △ 24 △ 176 △ 172 △ 731 △ 697 △ 71,297

増減率　（Ｃ／Ｂ）％ △ 16.2 △ 23.1 △ 14.1 △ 14.1 △ 8.2 △ 7.6 △ 33.5 △ 15.0 △ 5.4 △ 14.1

※ １ 増減率の計算は端数処理前の数値で実施。
　 ２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。
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対前年度比
（％）

対前年度比
（％）

うちＡＡＡ
純損失の生
じたものＡ

対前年度比
（％）

うちＡＡＡ
実質赤字の
生じたもの

対前年度比
（％）

Ｂ＋Ｃ＝

全事業数に
占める割合

（％）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｄ／Ａ

平成１２年度 533 11.5 4,124.29 △ 0.2 108 29 11.50 379.1 425 19 50.29 78.8 48 9.0

平成１３年度 540 1.3 3,906.75 △ 5.3 116 33 0.32 △ 97.2 424 10 52.07 3.5 43 8.0

平成１４年度 534 △ 1.1 3,725.13 △ 4.6 115 39 △ 2.37 △ 840.6 419 9 45.65 △ 12.3 48 9.0

平成１５年度 523 △ 2.1 3,396.42 △ 8.8 117 38 △ 10.90 △ 359.9 406 13 40.94 △ 10.3 51 9.8

平成１６年度 508 △ 2.9 3,177.56 △ 6.4 116 35 △ 0.75 93.1 392 21 29.48 △ 28.0 56 11.0

平成１７年度 436 △ 14.2 3,104.37 △ 2.3 106 30 △ 1.45 △ 93.3 330 8 28.12 △ 4.6 38 8.7

平成１８年度 442 1.4 3,037.59 △ 2.2 107 36 △ 4.79 △ 230.3 335 7 18.17 △ 35.4 43 9.7

平成１９年度 436 △ 1.4 3,273.61 7.8 115 43 △ 39.78 △ 730.5 321 2 39.35 116.6 45 10.3

平成２０年度 430 △ 1.4 3,291.19 0.5 121 43 △ 22.56 43.3 309 3 29.09 △ 26.1 46 10.7

平成２１年度 417 △ 3.0 3,055.16 △ 7.2 123 39 7.98 135.4 294 1 27.27 △ 6.3 40 9.6

※ １ 「うち純損失の生じたもの」には、純損益が０の事業は含まれていない。

　 ２ 「うち実質赤字の生じたもの」には、実質収支が０の事業は含まれていない。

事業数、決算規模、純損益・実質収支、赤字事業数の推移　（最近１０か年度）

法 非 適 用 企 業 合　　計

事　業　数 純損益（億円） 事　業　数 実質収支（億円） 赤字事業数
事　業　数 決算規模（億円）

法 適 用 企 業
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